
アンケート調査における自治体の回答データの公表について

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（令和６年度分）の効果検証において、
全ての地方公共団体に対してアンケート調査を実施（回答期間：R6.10.27～R7.11.25）。
効果検証の公表に当たり地方公共団体からの回答のうち下図「○」箇所についても整理し公表。

○

○回答欄について
：記述式 ：プルダウン選択式 ：半角数字での記述式

：「R5年度実施計画事業のうちR6年度以降への繰越事業」および「令和6年度実施計画全事業」が回答対象となります。

I．事業実施期間
１．事業の始期・終期（実績）をお答えください。

注）事業が完了しておらず、事業終期が回答できない場合はプルダウンから「不明」を選択ください。 
注）実施計画に掲載されているものの、最終的に事業を実施していない場合は「未実施」ボックスにチェックを記入ください。

年 月 ～ 年 月 繰越事業の場合　 事業未実施の場合　

2．事業実施にあたっての予算措置（国の予算年度）をお答えください。

①R6.12補正 ②R5.11補正 ③R5.3予備費 ④R4.9予備費 ⑤R4.4予備費 ⑥その他

：令和6年度中に事業終期を迎えた事業のみが回答対象となります。　*回答が不要な事業は「回答入力シート内」回答箇所がグレーアウトされます

Ⅱ．事業基礎情報
3．交付対象事業の事業分類について、当てはまるものをお答えください。
注）事業分類はプルダウン選択形式となっています。複数該当するものがある場合は、主要な事業分類を1つ選択してください。

Ⅲ．交付金充当実績
4．本事業における、予算執行状況（支出済額及び交付金充当額）をお答えください。
注）単位は「千円」での入力をお願いいたします。
注）複数の交付金事業に分割して一つの事業を実施した場合は「複数の交付金事業に分けて一つの事業を実施」にチェックしてください。

→ 複数の交付金事業に分けて一つの事業を実施

5．本事業における事務費の活用状況（総額及び交付金充当額）をお答えください。
注）単位は「千円」での入力をお願いいたします。
注）委託費や外注費等、事業実施に活用した経費の合計額をお答えください。
注）複数の事業に分割して一つの事業を実施した場合、以下の通り回答ください。

①同一の臨時交付金を活用した場合：いずれかの事業に事務費の総額を記載いただき、残りの事業分は「0」と回答ください。 
②複数の臨時交付金を活用した場合：活用した交付金ごとに委託費をそれぞれ回答ください。分けて回答することが難しい場合は事業数で割った数字を各事業の回答欄に回答ください。

Ⅳ．事業実施前後の取組状況
6．支援対象者・団体の抽出にあたって、定量的なデータや外部リソースを活用した議論・検討を行いましたか。

「1.はい」を選択された場合、どのような方法で議論・検討されたか全てお答えください。 

↓「1.はい」を選択された場合、

1.商工会、業界団体等との意見交換を通じた定性情報の把握 2.定量的・客観的データの活用 3.外部団体・第三者からの助言

4.その他 （具体的に： ）

7．事業完了後に、定量データの分析や地域住民・外部有識者等の第三者からの意見聴取を通じた効果検証を実施しているかお答えください。
「1.はい」を選択された場合、どのような方法で効果検証を実施されたか、該当するものを全てお答えください。

↓「1.はい」を選択された場合、

1.自治体独自の定量データ収集 2.外部の定量的・客観的データの活用 3.外部有識者で構成された第三者委員会からの意見聴取

4.住民・事業者へのアンケート・ヒアリング等を通じた定性情報の収集 5.その他 （具体的に：

Ⅴ．事業性質
8．本事業の対象者について、あてはまるものを全てお選びください。 

1.住民全般 2.低所得者世帯 3.子育て世帯 4.低所得のひとり親世帯 5.高齢者世帯

6.学生 7.医療施設・事業者 8.介護施設・事業者 9.障害福祉施設・事業者 10.保育所・幼稚園・認定こども園

11.公立学校（幼稚園を除く） 12.私立学校（幼稚園除く） 13.児童養護施設等 14.放課後児童クラブ等 15.公衆浴場

16.農業従事者・事業者 17.酪農従事者・事業者 18.林業従事者・事業者 19.水産業従事者・事業者 20.中小事業者

21.商店街 22.自治会等 23.地域公共交通事業者 24.物流事業者 25.地域観光事業者

26.NPO団体等 27.その他 （具体的に： ）

9．本事業の補助対象について、当てはまるものをすべて選んでください。

1.灯油 2.商品券・クーポン券等 3.米・お米券 4.水道料金 5.エアコン 6.熱中症対策

7.学校・保育園給食費 8.医療費 9.ポイント還元・付与 10.子どもの居場所 11.おむつ 12.事業継承・継続・経営支援

13.施設・団体等運営費 14.LPガス 15.リフォーム 16.防犯対策 17.地域通貨 18.光熱費・燃料費

19.タクシー券 20.省エネ家電買い替え 21.再生可能エネルギーへの転換 22.食料費 23.公共調達 24.交通

25.機器・設備・資材購入費 26.特別高圧 27.飼料・肥料等 28.個人・世帯への給付金・支援金等 29.酒蔵

30.離島支援 31.その他 （具体的に： ）

Ⅵ．成果目標の設定
10．本事業の実施に当たって設定した成果指標についてお答えください。

指標名及び、指標の位置づけについて、選択肢から当てはまるものをお選びください。また、具体的な目標値や実績値をお答えください。
注）定性的な目標を記入する場合は、目標値、実績値ともに「0」をご記入ください。
注）未入力と区別するため、実績値がゼロと確認された場合でも「0」をご記入ください。

＜凡例＞【指標の位置づけ】

①
②
③
④

指標1 ①インプット ②アウトプット ③交付金事業のアウトカム ④総合的なアウトカム

指標2 ①インプット ②アウトプット ③交付金事業のアウトカム ④総合的なアウトカム

指標3 ①インプット ②アウトプット ③交付金事業のアウトカム ④総合的なアウトカム

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　事業実施報告（全般調査様式）

【回答における留意点】
・本シートは調査項目を確認頂く閲覧用シートでございます。事業ごとの回答は「回答入力シート」にご記入ください。
・本調査票は、3パートに分かれております。
　　調査項目A：全事業が回答対象となります。
　　調査項目B：令和６年度中に事業終期を迎えた事業のみが回答対象となります。回答が不要な事業は、「回答入力シート」の該当箇所がグレーアウトされます。
　　調査項目C：全国で実施されている「典型的事業」のみが回答対象となります。（※典型的事業の該当については設問3の回答結果により決定されます。回答が不要な事業は、「回答入力シート」の該当箇所がグレーアウトされます。）

調査項目A

始期 終期 実施状況

令和 令和

調査項目B

推奨事業メニュー 事業分類（中分類）

支出済額[単位：千円] うち交付金充当額[単位：千円]

事務費総額[単位：千円] 交付金充当額[単位：千円]

アウトプット 交付金事業による活動量（仕事の量・頻度・投下時間）

定量的なデータや外部リソースを活用した議論・検討を行ったか

定量データや第三者からの意見聴取等を通じた効果検証の実施有無

調査項目C ：「参考１_推奨事業メニューと事業分類の関係（一覧用）」を参照いただき、「典型的事業」に該当する事業のみ対象としてお答えください。
　 *回答が不要な事業は「回答入力シート内」回答箇所がグレーアウトされます

インプット 交付金事業に投入される資源（ヒト・モノ・カネ・時間）

交付金事業から直接的にもたらされる成果・効果
総合的なアウトカム 様々な事業・施策・政策の総体によって得られる成果・効果

指標名 分類（指標の位置づけ）

本事業に関する内容は以上で全て終了です。

目標値 実績値

交付金事業のアウトカム



※回答不要・無回答の回答欄については空欄としている。
※R5年度完了事業は回答対象外であるため、リストに含めているものの空欄として表示している。
※自治体から非公表としたい旨の連絡があった事業については灰色塗りつぶしにて表示している。
※公表している数値は調査実施時点の回答であり、実績値等は自治体が独自に実施した効果検証の数値
と異なる可能性がある。

○

○回答欄について
：記述式 ：プルダウン選択式 ：半角数字での記述式

：「R5年度実施計画事業のうちR6年度以降への繰越事業」および「令和6年度実施計画全事業」が回答対象となります。

I．事業実施期間
１．事業の始期・終期（実績）をお答えください。

注）事業が完了しておらず、事業終期が回答できない場合はプルダウンから「不明」を選択ください。 
注）実施計画に掲載されているものの、最終的に事業を実施していない場合は「未実施」ボックスにチェックを記入ください。

年 月 ～ 年 月 繰越事業の場合　 事業未実施の場合　

2．事業実施にあたっての予算措置（国の予算年度）をお答えください。

①R6.12補正 ②R5.11補正 ③R5.3予備費 ④R4.9予備費 ⑤R4.4予備費 ⑥その他

：令和6年度中に事業終期を迎えた事業のみが回答対象となります。　*回答が不要な事業は「回答入力シート内」回答箇所がグレーアウトされます

Ⅱ．事業基礎情報
3．交付対象事業の事業分類について、当てはまるものをお答えください。
注）事業分類はプルダウン選択形式となっています。複数該当するものがある場合は、主要な事業分類を1つ選択してください。

Ⅲ．交付金充当実績
4．本事業における、予算執行状況（支出済額及び交付金充当額）をお答えください。
注）単位は「千円」での入力をお願いいたします。
注）複数の交付金事業に分割して一つの事業を実施した場合は「複数の交付金事業に分けて一つの事業を実施」にチェックしてください。

→ 複数の交付金事業に分けて一つの事業を実施

5．本事業における事務費の活用状況（総額及び交付金充当額）をお答えください。
注）単位は「千円」での入力をお願いいたします。
注）委託費や外注費等、事業実施に活用した経費の合計額をお答えください。
注）複数の事業に分割して一つの事業を実施した場合、以下の通り回答ください。

①同一の臨時交付金を活用した場合：いずれかの事業に事務費の総額を記載いただき、残りの事業分は「0」と回答ください。 
②複数の臨時交付金を活用した場合：活用した交付金ごとに委託費をそれぞれ回答ください。分けて回答することが難しい場合は事業数で割った数字を各事業の回答欄に回答ください。

Ⅳ．事業実施前後の取組状況
6．支援対象者・団体の抽出にあたって、定量的なデータや外部リソースを活用した議論・検討を行いましたか。

「1.はい」を選択された場合、どのような方法で議論・検討されたか全てお答えください。 

↓「1.はい」を選択された場合、

1.商工会、業界団体等との意見交換を通じた定性情報の把握 2.定量的・客観的データの活用 3.外部団体・第三者からの助言

4.その他 （具体的に： ）

7．事業完了後に、定量データの分析や地域住民・外部有識者等の第三者からの意見聴取を通じた効果検証を実施しているかお答えください。
「1.はい」を選択された場合、どのような方法で効果検証を実施されたか、該当するものを全てお答えください。

↓「1.はい」を選択された場合、

1.自治体独自の定量データ収集 2.外部の定量的・客観的データの活用 3.外部有識者で構成された第三者委員会からの意見聴取

4.住民・事業者へのアンケート・ヒアリング等を通じた定性情報の収集 5.その他 （具体的に：

Ⅴ．事業性質
8．本事業の対象者について、あてはまるものを全てお選びください。 

1.住民全般 2.低所得者世帯 3.子育て世帯 4.低所得のひとり親世帯 5.高齢者世帯

6.学生 7.医療施設・事業者 8.介護施設・事業者 9.障害福祉施設・事業者 10.保育所・幼稚園・認定こども園

11.公立学校（幼稚園を除く） 12.私立学校（幼稚園除く） 13.児童養護施設等 14.放課後児童クラブ等 15.公衆浴場

16.農業従事者・事業者 17.酪農従事者・事業者 18.林業従事者・事業者 19.水産業従事者・事業者 20.中小事業者

21.商店街 22.自治会等 23.地域公共交通事業者 24.物流事業者 25.地域観光事業者

26.NPO団体等 27.その他 （具体的に： ）

9．本事業の補助対象について、当てはまるものをすべて選んでください。

1.灯油 2.商品券・クーポン券等 3.米・お米券 4.水道料金 5.エアコン 6.熱中症対策

7.学校・保育園給食費 8.医療費 9.ポイント還元・付与 10.子どもの居場所 11.おむつ 12.事業継承・継続・経営支援

13.施設・団体等運営費 14.LPガス 15.リフォーム 16.防犯対策 17.地域通貨 18.光熱費・燃料費

19.タクシー券 20.省エネ家電買い替え 21.再生可能エネルギーへの転換 22.食料費 23.公共調達 24.交通

25.機器・設備・資材購入費 26.特別高圧 27.飼料・肥料等 28.個人・世帯への給付金・支援金等 29.酒蔵

30.離島支援 31.その他 （具体的に： ）

Ⅵ．成果目標の設定
10．本事業の実施に当たって設定した成果指標についてお答えください。

指標名及び、指標の位置づけについて、選択肢から当てはまるものをお選びください。また、具体的な目標値や実績値をお答えください。
注）定性的な目標を記入する場合は、目標値、実績値ともに「0」をご記入ください。
注）未入力と区別するため、実績値がゼロと確認された場合でも「0」をご記入ください。

＜凡例＞【指標の位置づけ】

①
②
③
④

指標1 ①インプット ②アウトプット ③交付金事業のアウトカム ④総合的なアウトカム
------------------------------------------------------------------------------------------------

 

指標2 ①インプット ②アウトプット ③交付金事業のアウトカム ④総合的なアウトカム
------------------------------------------------------------------------------------------------

 

指標3 ①インプット ②アウトプット ③交付金事業のアウトカム ④総合的なアウトカム

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　事業実施報告（全般調査様式）

【回答における留意点】
・本シートは調査項目を確認頂く閲覧用シートでございます。事業ごとの回答は「回答入力シート」にご記入ください。
・本調査票は、3パートに分かれております。
　　調査項目A：全事業が回答対象となります。
　　調査項目B：令和６年度中に事業終期を迎えた事業のみが回答対象となります。回答が不要な事業は、「回答入力シート」の該当箇所がグレーアウトされます。
　　調査項目C：全国で実施されている「典型的事業」のみが回答対象となります。（※典型的事業の該当については設問3の回答結果により決定されます。回答が不要な事業は、「回答入力シート」の該当箇所がグレーアウトされます。）

調査項目A

始期 終期 実施状況

令和 令和

調査項目B

推奨事業メニュー 事業分類（中分類）

支出済額[単位：千円] うち交付金充当額[単位：千円]

事務費総額[単位：千円] 交付金充当額[単位：千円]

アウトプット 交付金事業による活動量（仕事の量・頻度・投下時間）

定量的なデータや外部リソースを活用した議論・検討を行ったか

定量データや第三者からの意見聴取等を通じた効果検証の実施有無

調査項目C ：「参考１_推奨事業メニューと事業分類の関係（一覧用）」を参照いただき、「典型的事業」に該当する事業のみ対象としてお答えください。
　 *回答が不要な事業は「回答入力シート内」回答箇所がグレーアウトされます

インプット 交付金事業に投入される資源（ヒト・モノ・カネ・時間）

交付金事業から直接的にもたらされる成果・効果
総合的なアウトカム 様々な事業・施策・政策の総体によって得られる成果・効果

指標名 分類（指標の位置づけ）

本事業に関する内容は以上で全て終了です。

目標値 実績値

交付金事業のアウトカム
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